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滋賀県多文化共生推進プランの改定（最終案）について 

 

１ 趣旨 

 本プランは、総務省自治行政局国際室通知「地域における多文化共生推進プランについて」（平成 18年

３月）に基づき、県基本構想の理念を踏まえ、本県が取り組むべき多文化共生の社会づくりについて各主

体の取組の方向性を示した指針。 

平成 22年に初めてプランを策定し、令和２年に改定した現行プラン（第２次改定版）の取組期間が今

年度で最終年度となることから、コロナ禍で浮き彫りとなった課題や在留資格制度改正等の社会経済情

勢の変化に対応した改定を行う。 

 

２ 最終案のポイント 

県民政策コメントを実施し、108件（うち、ポルトガル語による意見２件）が寄せられた。さらに、令

和７年度予算編成を踏まえた庁内調整等を行い、次のとおり対応した。 

 ○第５章「施策の展開」   「企業等におけるコミュニケーション支援」他３項目の追加等 

 ○第６章「推進体制」    県庁内の推進体制として多文化共生推進本部を設置 

〇第６章「プランの指標」  「災害時外国人サポーター登録人数」等の追加等 

 〇その他 必要な文言の修正等 

 

３ 経過 

 令和６年（2024年） 

   ７月 26日 第１回滋賀県多文化共生推進プラン検討懇話会開催 

   ８月 29日  第２回滋賀県多文化共生推進プラン検討懇話会開催 

   ８月 30日  常任委員会へ改定の方向性等を報告  

   10月７日  常任委員会へ素案を報告 

   10月 10日  県首長会議 

   10月 28日  第３回滋賀県多文化共生推進プラン検討懇話会開催 

   11月 21日  市町多文化共生ワーキング 

   12月 16日  常任委員会へ原案を報告 

12月 16日～1月 17日 

県民政策コメント実施 

４ 今後の予定 

 令和７年（2025年） 

   ３月  第４回滋賀県多文化共生推進プラン検討懇話会開催 

      常任委員会へ最終案を報告、次期プラン策定 

 

５ プランの周知 

 プランの多言語版（やさしい日本語を含む。）を作成し、県の媒体等を用いた周知を積極的に行い、多

文化共生について一層の理解促進に取り組む。 


